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復興計画の意義復興計画の意義
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復興計画の策定主体と目的

– 市街地復興計画は、市町村が次の目的で策定する。

1市民に復興の方針をできるだけ早く示し、
人々に自らのまちを復興し、まちに戻る希望
と方向性を与える。

2脆弱なまちの構造をそのままにして再建しな
いよう、建築を制限し、復興まちづくりを行
うかなどの方針を早期に示す。

3 国の財政的な支援を得るため、復興事業を

明確にする。

• 復興計画 （大規模災害からの復興に関する法律第２条１項3号、第10条）

市町村が作成する特定大規模災害を受けた地域の円滑かつ迅速な復興を図るため
の市街地の整備に関する事業、農業生産の基盤の整備に関する事業その他の事業の
実施を通じた当該地域の復興に関する計画



復興計画とまちづくり事例復興計画とまちづくり事例
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(１)西宮市の復興計画とまちづくり （阪神・淡路大震災）



畑の動き 復興業務内容 災害対策本部等の動き

地震発生

１．１７

１．１８

１．２４

（1週間）

２．０６

(3週間)

３．３１

（ 2ヶ月半)
４．０１

神戸市東灘区の自宅で被災
近所の倒壊家屋から、近隣協力して
おばあさんを救助する。電車不通。
１０時ごろバイクで登庁

災害対策本部へ

自衛隊【宇治駐屯地】
と、人命救助活動
ご遺体を安置所に運搬

西宮北口北東地区にて
市道上にある倒壊家屋
の処理等

プロジェクトチーム
「市街地復興室」設置

・復興計画室のメンバー中心に27名

市長から直接辞令交付受け

森具地区担当に

プロジェクトチーム解散

災害応急対策
・第2次災害の防止
・救助救援派遣
・被災者対応
・被災状況把握
・マスコミ対応
・救援物資対応

・重点復興地区の抽出
・市街地復興の事業手法検討
・スケジュールの検討

1/31 災害市街地復興基本方針の策定
2/1 建築基準法84条指定の告示

・市街地復興の基本計画の策定
・ 〃 の都市計画手続き

2/15  市都市計画審議会開催
2/27  市都市計画審議会開催
3/15 市都市計画審議会

意見書約640件、傍聴者100名
3/16 県都市計画地方審議会

3/17 都市計画決定告示
森具地区土地区画整理事業0.5ha
西宮北口北東地区区画整理事業31.2ha
西宮北口北東第2種再開発事業 3.3ha

5:46 地震発生
7:05 災害対策本部設置

防災指令第3号発令
市の全施設を避難所に開放

9：10  自衛隊近傍派遣により到着
11：03 三田市消防隊到着
16：45  救援物資連絡第1便(泉大津市)

〃 到着第1便（日本赤十字）

1/19  仮設住宅建設開始

1/23  災害広報第1号発行

1/30  72校園が再開、12校園が休校を延長

2/1 西宮市災害復興本部の設置

・土曜日閉庁体制に戻る。
（災害対策業務を除く）

その時、私は・・・後で知る「自助・共助・公助」

森具区画整理事務所

1/20-21
住宅被災実態調査
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復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災



復興の事例 ： 酒田市の大火からの復興

昭和５１年１０月２９日 市街地２２．５ ｈa を延焼

昭和５１年１１月 ４日 建基法８４条指定（31.9 ｈa）

昭和５１年１１月２６日 土地区画整理事業（31.9 ｈa）、

市街地再開発事業（1.5 ｈa）

を都市計画決定

昭和５１年１２月２８日 事業決定

復興にあたって特別の方法があるわけではない。

普通の方法のなかから被害、損害を最小限に食い止めるよう素早く行動することだけが、
次々と起きる事態変化への対応力の基盤となる。

１か月後、１年後の生き方へどうつないで自立に至るか・・・という希望の持てる道程を早く示
し、実行することが行政の役割である。

被災者もまたすぐに「復興」のカギを握る主役となるに違いないから。

大沼 酒田市長 （1995.2.16 読売記事より）
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復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災
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• 復興まちづくり計画 と 建築制限

①面的被害地区の現地調査、整備必要地区の抽出

↓

②建築基準法第８４条による制限（災害発生から最長２か月）

※阪神淡路大震災 1/17 ⇒ 3/17

↓ ※東日本大震災特例法9/11  max11/11

③被災市街地復興特別措置法による制限（最長２年間）

④市街地開発事業（土地区画整理事業等）の都市計画決定

＝ 都市計画法第５３条による制限 阪神3/17

⑤市街地開発事業による建築制限

＝ 土地区画整理法第７６条 等

建築基準法第３９条による制限（災害危険区域：住宅等制限）

復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災
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※極力早期に今後どうなるのかＰＲにつとめること
意向把握 → 避難所まわり 連絡先聞き取り等

※復興モニタリング 広報と公聴 聴く姿勢

復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災
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神戸新聞社提供

決定された都市計画案 H7. 3.17

森具土地区画整理事業 １０．５ha

西宮市都市計画審議会
１９９５．３．１５

西宮北口北東土地区画整理事業 ３１．２ha

西宮北口北東地区再開発事業 ３．３ha

復興都市計画の
都市計画決定 1995.3.17

復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災

都市計画審議会は
震災後２か月での決定において
行政の説明不足がある点を認め、

今後、市に住民と十分な意思疎通
を図ることを求める旨の意見を付し
た。



森具震災復興
土地区画整理事業

西宮市



香櫨園森具地区まちづくり協議会 H7.5設立
住民の主体的活動





西宮市の人口の推移 2019.7 48万7千人
（千人）
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【岩手県宮古市】
防潮堤を越えて襲いかかる津波

南三陸町

■ 基本データ

位置 宮城県の北東部に位置し、
東は太平洋、北は気仙沼市、
南は石巻市、西は登米市と接する。

面積 １６３．７４k㎡
（東西約１８㎞、南北約１８㎞）

気温 年間平均１１．５℃ (平成21年)
（最高３２．０℃、最低－５．４℃）

降水量 年間１，５５９㎜ (平成21年)

人口 １７，８１５人 (平成22年3月末)
（男８，７２０人、女９，０９５人）

世帯数 ５，３６５世帯 (平成22年3月末)

高齢化率 ２９．３％ (平成22年3月末)

町内総生産 ３９９億５百万円 (平成19年度)
第一次産業 １１．９％（漁業 ９．１％）
第二次産業 １５．９％
第三次産業 ７４．５％

町の財政(平成21年度一般会計決算）
歳入 ８，６１０，５６８千円
歳出 ８，３３３，４９９千円

(２)2011.3.11 東日本大震災

復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災



復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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□ 人的被害

死者 620名

（平成23年2月末人口に占める割合 3.5％）

行方不明者 211名（同 1.2 ％） 計 831名

※平成23年2月末人口 17,666人

（平成３１年３月時点）

□ 物的被害

住宅被害 3,321戸（全壊3143、半壊178）

5418戸中 61.3％ Ｈ31.3時点

農地被害 約 452 ｈａ

森林被害 約 12 ｈａ

■ 被害概要
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復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災



復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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地域懇談会 23箇所で実施
（町内外の各施設 登米市の避難所など）

復興計画についてワークショップ
形式で意見交換



• 「なりわいの場所はさまざまであっても、住まいは高台に」

４．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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Ａ レベル２ 16 ｍ 「最大クラスの津波」
Ｂ レベル１ 7.7 ｍ 「発生頻度の高い津波」

高台移転概要
すべての住民の

移転意向把握

１）高台住宅団地で宅地
（100坪）を
賃借・購入し自宅再建

防災集団移転促進事
業

２）災害公営住宅に入居

３）個人で高台の所有地で
住宅再建（町内）

４）町外に転居等
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阪神・淡路大震災（1995)

・基盤未整備の木造密集市街地に
住家被害が集中（神戸では大火災）

・都市計画事業による市街地復興と
交通施設・ライフライン復旧

・魅力的な大都市圏。新規流入

・西宮市
５年後H.11には震災前人口を超えた。

震災前４２万人 → H7：３９万人
(S60～H6) → 現在４８万８千人

東日本大震災(2011)

・津波被害への再度被害を避ける

・住家・公共施設の
高台への「移転復興」を基本

・防潮堤と沈降した地盤の嵩上げによる
低地の産業、観光的利用

・津波による犠牲も含めて急速な人口
減少と高齢化の進行

・どのように、産業再生、被災者の生活
確保、地域社会再生するのか。

・福島の放射能汚染

復興課題の違い



復興まちづくりの課題 復興事業の課題
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阪神・淡路大震災と東日本大震災 復興事業の課題

1. 「災害復興」と「復興災害」

– 神戸市長田地区再開発事業の事例

» 総事業費2710億円 20.1ha 29階建て等

» 計画44棟中 41棟完成 1棟今秋着工予定 （R1.8月現在・毎日新聞による）

» 震災前地区店舗面積21000～26000㎡に対し 約59000㎡計画※1

– 過大な復興計画は「人災」「復興災害※２」になる。

2. 人口減少・超高齢化への対応

– 東京や西宮では一定の都市整備をすれば賑わいは戻る。
東北では・・・

3. 復興に向かう中での人手不足（東北）

– 長期化する復興事業

» 他自治体からの派遣継続にも限界

» 建設事業者の不足 ※１ 安藤元夫

復興再開発事業の問題と評価（時点修正）

※２ 塩崎賢明 「復興＜災害＞」



５．復興まちづくりの課題 つなげる活動の実践事例

魚崎町防災福祉
コミュニティ

内閣府ガイドラインでも
紹介されています



５．復興まちづくりの課題
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「復興」 で大事なこと

• 質的な変化を伴わない「小さな復興」

– （原型復旧・改良復旧）

・質的な変化を伴う「大きな復興」

– （開発復興・改革復興） 創造的復興

– reconstruction → revitalization ※室崎教授

– 再建・改造 町おこし、地域活性化

復興の中で社会的問題を改革することが欠かせない

– （少子高齢化・地域経済・限界集落・・・）

– 心の復興・・・ つながりを大切に・・・ 地域内・継続・支援



５．復興まちづくりの課題

平時から準備しておくこと ・・・ 事前復興
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1. 課題地区の抽出 ・基礎情報収集 ・地籍調査実施

（関連：相続登記の義務化の動き）・・・立ち上がりが違う。

2. 地域コミュニティーの機能している地域は「共助」も活発

→自治会の加入促進等

復旧活動（共助）も、復興に向かう議論も早い。

3. 自治体職員のコミュニケーション能力トレーニング

「伝える」ことと「伝わる」ことは違う。

4. 他自治体からの受援計画の作成。支援協定。

災害時こそ迅速で機能的な連携が重要。


